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Ⅰ　総論

　１　目的

　　　少子化の進行は、人口に占める高齢者の割合を高め、社会保障に係る若い世代の負担が増えるなど経済面の影響に加え、子ども同士、大人と子どもの交流が減少するなど、子ども自身の健やかな成長に影響となって現れてきている。

　　　このような現状を踏まえて、職員が仕事と子育ての両立を図ることができるよう、職員のニーズに即した次世代育成支援対策を計画的かつ着実に推進するため、次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）第19条第１項の規定に基づき、本行動計画を策定する。

　２　計画期間

　　　令和７年４月１日から令和12年3月31日まで

　３　計画の推進体制

　　　①　次世代育成支援対策を効果的に推進するため、中頓別町職員安全衛生管理規則（平成6年規則第14号）に基づいた職員組合等の職員の代表も含む中頓別町職員安全衛生委員会（以下、「安全衛生委員会」という。）において計画の策定及び検証などPDCAサイクルの原則に基づき推進を行っていく。なお、安全衛生委員会の委員の選任にあたっては、約半数を女性とすることに努力する。

　　　②　本計画のほか、安全衛生委員会で毎年度策定する具体的な次世代育成支援を含む安全衛生管理計画書を課長会議に提示し、職域全体への推進を図るものとする。

　　　③　仕事と子育ての両立等についての相談や情報提供を行う窓口は、安全衛生委員会の事務局も兼ねる総務課総務グループとする。

　　　④　メンタルヘルス・ハラスメントの相談窓口は安全衛生委員会に設け、全委員が相談員となる。

　　　⑤　次世代育成支援対策に関する管理職や職員に対する研修・講習、情報提供を実施する。

　　　⑥　啓発資料の作成・配布、研修・講習の実施等により、行動計画の内容を周知徹底する。また、行動計画は町のホームページ等により公表を行うものとする。

　　　⑦　本計画の実施状況については、課長会議や安全衛生委員会において把握した結果や職員のニーズを踏まえて、その後の対策の実施や計画の見直し等を図るものとする。

Ⅱ　具体的な内容

１　職員の勤務環境に関するもの

　（１）不妊治療における配慮

　　　　少子化対策として設けられた不妊治療の制度であり、活用を図っていく必要がある。

　　　①　有給となる休暇として不妊治療が認められていることの周知徹底を図る。

　　　②　不妊治療は、会計年度任用職員にも有給休暇として認められている旨をオリエンテーション資料に掲載及び説明をして周知する。

　（２）妊娠中及び出産後における配慮

　　　　妊娠中及び出産後の期間においては、立ち仕事を主とする職員の切迫流産や特に初産に多く見受けられるマタニティブルーに対する配慮を要する。

　　　①　母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇の制度について周知徹底を図る。

　　　②　出産費用の給付等の経済的支援措置について周知徹底を図る。

　　　③　妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、その都度、業務分担の見直しを行う。

　　　④　妊娠中の職員に対しては、本人の希望に応じ、超過勤務を原則として命じないこととする。

　　　⑤　保健福祉課が所管する子育て世代包括支援センター（こども家庭センター）における助産師等への相談による活用を促す。

（３）子どもの出生時における父親の休暇の取得の促進
　　　　近年、対象者はいない状況ではあるが、少子化対策における人事院規則等の改正に則り条例や規則等の整備を行ってきている。

　　　①　配偶者出産休暇の周知を図り特別休暇の完全取得を促す。

　　　②　少子化対策として制度が拡充してきていることから、その周知を行うものとし、特に近年設けられた出生時育児休業（産後パパ育休）やパパ・ママ育休プラスの取得を職員のニーズに合わせて促すものとする。

　（４）育児休業等を取得しやすい職場環境の整備

　　　　各種ハラスメントにおける報道等により、人口減少・少子化対策の一環として育児休業等は認知されてきているが、職場の環境整備は継続的に行っていく必要がある。

　 ア 不妊治療、育児休業及び部分休業制度等の周知徹底

　　　①　育児休業等に関する資料をインフォーメーション等を利用して制度の周知を図るとともに、特に男性職員の育児休業等の取得促進について周知徹底を図る。

　　　②　妊娠を申し出た職員または配偶者が妊娠した男性職員に対し、個別に育児休業等の制度及び手続について説明を行う。

　 イ 不妊治療、育児休業及び部分休業を取得しやすい雰囲気の醸成

　　①　育児休業の取得の申出があった場合、事例ごとに当該部署において業務分担の見直しを行う。

　　②　課長会議やインフォーメーション等を利用して、定期的に育児休業制度の趣旨を徹底させ、職場の意識改革を行う。特にマタニティハラスメントの防止のため、職場の理解が得られやすい環境を整える。
　　③　少子化の進行における町全体の人口減少を抑止するため、不妊治療に係る休暇取得の職場の理解が得られる環境を整える。

　 ウ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援

　　①　育児休業を取得した職員に対して、休業期間中の通達や連絡事項等をチャットラックを利用して共有する。

　　②　健康状態等についても当該職場より月に１度程度チャットラックを利用して確認を行う。

　　③　復帰時において、本人の希望によりＯＪＴ研修等を実施する。

　　④　原則、育児休業前の職場に復帰を行うものとするが、育児に支障になると思われる場合、本人の希望により人事異動も検討する。

　 エ 育児休業に伴う臨時的任用制度の活用

　　①　所属内の人員配置等によって、育児休業中の職員の業務を遂行することが困難なときは、臨時的任用制度の活用による適切な代替要員の確保を図る。

　（５）在宅勤務の実施

　　　　令和3年12月1日施行として中頓別町職員在宅勤務要綱（内部要綱）を策定した。この要綱により、育児等で出勤が困難であり在宅勤務を希望する者はテレワークを行うことができるものとした。本要綱策定以降、一般行政職全員に対してテレワークが可能な業務端末が支給され運用されている。

　　　　本要綱は感染症対策における対応が主であり、ワークライフバランスを重視した働き方改革及び子どもの緊急的な疾病に対する対応に不足が見られてきた。テレワークが可能となる業務端末が一般行政職員全員に行き渡ったことを受けて、デジタル・トランスフォーメーション（以下、「ＤＸ」という。）に則り電子申請等で容易にテレワーク取得が可能になるよう要綱の見直しを図るものとする。

　（６）超過勤務の縮減

　　　　超過勤務の調査は、一般職及び管理職も含めて月ごとに実施されており、今後も継続して超過勤務の実態把握に努める必要がある。超過勤務の実態は、人員の配置や年度における執行業務の量により変動があり、また、個々の職員により偏りも見られることから、目標を超えた職員個々における実態把握及び是正方針が必要となる。

ア 幼児を持つ職員の超過勤務の制限の周知

①　小学校就学始期に達するまでの子ども子供のいる職員の超過勤務を制限する制度について周知徹底を図る。

　　 イ 事務の簡素合理化の推進

①　人事評価において個人目標の設定及びその執行方法を所属課長と協議し、具体的に効率的な事務の遂行を図る。

②　新たに行事等を実施する場合には、既存の行事との関連を整理し、代替的に廃止できるものは廃止する。

③　会議や打合せについて、簡易な要件はチャットラック等を活用する。

④　会議資料等についてはペーパーレス化を図り、資料作成の手間を軽減させる。

⑤　ＤＸの推進により事務の効率化を促進する。特に電子申請に関しては、住民の利便性と合わせて事務の合理化を同時に進めるものとする。また、会議等の記録や計画書の策定、一般業務の自動化に関しても、ＤＸの技術を活用することで効率化を図るものとする。

⑥　定例、恒常的業務に係る事務処理のマニュアル化を図る。

　　 ウ 超過勤務の縮減のための意識啓発等

　　　①　超過勤務の上限の目安時間（例えば、年間360時間、月30時間以内）の設定等を超過勤務縮減対策として周知する。

　　　②　個々の超過勤務時間を総務課で把握し、月の超過勤務の設定時間を超えた場合には、所属長における勤務実態の把握状況と今後の対策を含めた報告書を総務課に提出するものとする。

　　　③　総務課は、個別職員の超過勤務の状況及び所属長からの報告書を特別職に報告し、人員配置や人事異動の参考となるようにする。

　　　④　総務課は、年間の所属ごとの超過勤務状況を検証し、安全衛生委員会に報告するものとする。

　　　⑤　エンカレッジ等により、業務の効率化を学習するとともに、DX推進による業務改善に努めるものとする。

　　 エ その他

　　　①　超過勤務の多い職員に対する健康管理のため、安全衛生委員会の衛生管理者（保健師）による聴取調査及び産業医の面談を実施する。

　　　②　職場の実態を人事評価等で把握し、人員配置及び人事異動等を検討する。

　（７）休暇の取得の促進

　　 ア 年次休暇の取得の促進

　　　①　年間の年次休暇取得目標日数（例えば、10日以上または年間付与日数の50%）を設定し、その確実な実行を図る。

　　　②　課長会議等の場において、各所属長から定期的に休暇の取得促進を徹底させる意識改革を図るとともに、必要に応じて時季指定により休暇を取得させるものとする。

　　　③　所属長に対して、部下の年次休暇の取得状況を把握させ、計画的な年次休暇の取得を指導させる。

　　　④　安全衛生委員会により取得状況の確認を行い、総務課はそれを受けて、取得率が低い職員が属する所属長に対してヒアリングを行ったうえで注意喚起を行う。

　　　⑤　人事評価における個人目標のスケジュール管理により、業務の繁忙期、休暇の取得可能月を判断し、必要な場合には時季指定により休暇の取得を促すものとする。

　　　⑥　子どもの予防接種実施日や授業参観日、学校行事等における年次休暇の取得促進を図る。

　　　⑦　前期計画期間中に、会計年度任用職員の年次休暇も一般職と同様の付与日数としたことから、オリエンテーション等を利用してその通知を図るものとする。

　　　⑧　安心して職員が年次休暇を取得ができるよう、事務処理において相互支援ができる体制を整備する。

　　 イ 連続休暇等の取得の促進

　　　①　月曜日及び金曜日と組み合わせて年次休暇を取得する「ハッピーマンデー」、「ハッピーフライデー」の促進を図る。

　　　②　国民の祝日や夏季休暇の取得時と合わせて、年次休暇の取得を促進し、１週間程度のリフレッシュ休暇の取得促進を図る。

　　　③　夏季休暇は連続した取得を原則とし、行事等の開催状況により取得時期の拡充に務める。

　　　④　年末年始やゴールデンウィーク、お盆期間における公式会議の自粛を図る。

　　　⑤　夏季休暇の連続取得については、安全衛生委員会で連続性調査を実施し、総務課より指導を行うものとする。

　　 ウ 子どもの看護を行う等のための特別休暇の促進

　　　①　子どもの看護休暇等の特別休暇を周知するとともに、その取得を希望する職員に対して、100%取得できる職場の雰囲気の醸成を図る。

　　　②　人事院規則等で拡充があった場合には速やかに条例等を改正する。また、町独自の拡充も検討するものとする。

　２　その他の次世代育成支援対策に関する事項

　（１）子育て世代への支援

　　 ア 公的支援体制（町全体への取り組み）

　　　　　以下の公的支援を受けるものとする。

　　　①　子育て世代包括支援センター（こども家庭センター）：妊娠・出産から子育て期まで保健サービスと子育て支援サービスが一体となった切れ目のないサポート体制を構築。妊娠から出産、子育ての相談など一人で悩むことなく専門の職員（助産師等）が支援を行う。

　　　②　ファミリー・サポート・センター：育児に係る有償ボランティアによる支援を相互援助活動として繋げる。

　　　③　放課後子どもプラン：放課後などに子どもたちの安全で健やかな居場所づくりを推進する。

　　 イ 公的支援政策（町全体への取り組み）

　　　　　以下の公的支援政策の実施。（以下の公的支援を受けるものとする。）

　　　①　出生祝金の制度を継続する。

②　保育料の無料化を継続する。

③　義務教育期間の給食費の無料化を継続する。

　　　④　直近の高等学校への通学には無償のスクールバスでの送迎を継続する。また、直近以外の高等学校等に修学する子どもを持つ家庭には、高等学校等通学家庭補助にて支援を継続する。

　　　⑤　高校生までの医療費の無償化を継続する。

　（２）大人と子どもとの交流

　　 ア 義務教育学校（中頓別学園）の設置計画

　　　　　設置を計画している中頓別学園は３歳から15歳が学べる幼小中一貫の学校にとどまらず、人生100年時代における子どもから大人まで学び続けることの生涯学習センターとしての機能を有する。この中で、大人と子どもとの交流も促進していく計画としており、職員の利用を促すものとする。

　（３）子ども・子育てに関する地域貢献活動

　　 ア 子どもの体験活動等の支援

　　　①　子どもが参加する地域の活動に、町の敷地や施設を提供する。

　　　②　子どもが参加する学習会等の行事において、職員が専門分野を生かした指導を実施する。

　　　③　学校のクラブ活動やスポーツ少年団等への職員の参加を推進するため、ボランティア休暇の制度の拡充を検討する。

　　 イ 安全で安心して子どもを育てられる環境の整備

　　　①　子どもを交通事故から守るための青空教室や通学路安全推進会議等への職員の支援を継続する。

　　　②　交通事故の予防について、安全運転管理者から職員への指導を図るほか、町民に対する啓もうも実施する。

　　　③　地域住民等の自主的な交通安全活動及び防犯活動、少年非行防止、立ち直り支援の活動等への職員の積極的な参加を支援する。

　　　④　通学路沿いの防犯カメラの設置や公用車へのドライブレコーダーの設置を継続し、交通事故や犯罪への抑止とする。

　（４）子どもとふれあう機会の充実

　　　①　職員の学校行事等への参加を積極的に推進する。

　　　②　レクレーション活動の参加にあたっては、子どもを含めた家族全員での参加を推進する。

　（５）学習機会の提供による家庭での教育力の向上

　　　①　職員に対し、子育てやワークライフバランスを促すエンカレッジを利用した学習の推進を促す。

　　　②　公的機関が実施する、各種研修会等への積極的な参加を促す。
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